
１．はじめに
全国の地価は、景気が緩やかに回復している中、三

大都市圏のみならず地方圏においても、上昇基調が強
まっていると言われている（国土交通省、2024）。た
だし、地価の変動は地域によって差異がみられ、その
差異は、人口動態、経済状況、社会的・政策的要因な
ど、地域の様々な動向を反映していると考えられる。

こうした、地域の現状を映し出す鏡とも言える地価
をレンズとし、地域の変化と影響を与える要因を読み
取るとともに、地域の活性化に寄与する事例を紹介す
べく、令和7年1月30日に開催した全国財務局長会
議・管内経済情勢報告において、地価を通してみる地
域経済の動向と地域活性化の取組と題する特別調査

（以下、「本調査」という。）の結果を報告した。
本稿では、そのうち、「地価を通してみる地域経済の

動向」について取りまとめた調査結果の一端を紹介し
たい。なお、本調査では、定量分析と、地理情報シス
テムより作成したマップに基づく定性分析をミックス
させた分析手法を採用している。

２．地域間でみられる地価の格差とその変遷
図1は、日本の過去30年間の地価（住宅地）を、

価格帯別に色分けしてマッピングしたものであり、
「都道府県地価調査」が提供する郵便番号レベルの
データを利用した。マップ上の濃い色のドットは、地
価がより高いことを意味している。

まず、マップの上部に記載した平均地価が示すよう
に、1990年代から2010年代にかけて地価は下落した
ものの、2020年代は2010年代と比べて地価は上昇し
ている。また、三大都市圏ではドットの色が濃く、相
対的に地価の水準が高い一方、三大都市圏以外では地
価が低下した地域もみられる。これらは、バブル期の
地価の急上昇とその後の長期的な調整期を経て、地域
間で地価の格差が生じていることを示唆している。

続いて、三大都市圏の地価にフォーカスした図2を
みると、三大都市圏の都市周辺部では、1990年代か
ら2010年代にかけて地価が高いエリアが縮小してい
る。しかしながら、2010年代から2020年代にかけて、
高地価のエリアが拡大しており、都市周辺部において
は土地需要が再び高まっている様子が観察された。
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（図1）過去30年間の地価

1994年
平均 110,122円 /m2

2024年
平均 81,037円 /m2

2014年
平均 67,180円 /m2

（出所） 「都道府県地価調査」より財務省作成。地価は標準地の各年の調査価格（単位は円／m2）。 
※1994年を基準に同一調査対象地点のみをプロットしている。平均価格は各年で「0」（調査対象外）を除いた平均値である。
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３．地価の地域間格差をもたらす要因は何か
では、どのような要素が地価の格差を生じさせてい

るのだろうか。さらに、地価が高いエリアと低いエリ
アとでその関係性の強弱に差異はみられるだろうか。

先行研究では、人口動態と地価の関係性が指摘されて
いる（Mankiew and Weil, 1988; Tamai et al., 2017; 
Takáts, 2012）。中村・才田（2007）は、居住人口の増
加による土地需要の高まりによって、地価が上昇する可
能性があると指摘する。こうした先行研究の指摘を踏ま
えると、たとえば、都市の中心部や職場（雇用機会）へ
のアクセス、充実したインフラ、優れた子育て環境など
の都市アメニティを備えているエリアは、子育て世帯を
はじめとする多様な世代の人々を惹きつけ、他の市区町
村からの転入を増やし、地価が高くなる傾向があると考
えられるだろうか。他方で、一人当たり所得と地価の関
係を分析した先行研究（光多ほか，2012）があるが、高
賃金を支払える企業が集積するエリアでは、所得の高い
人々が居住し、地価も高くなるかもしれない。

本調査の関心の一つである、三大都市圏等とそれ以外
の地域とで地価の格差が生じる要因を検討するにあたっ
ては、ヘドニック・アプローチ的＊1な視点を持ちつつ、
マクロ経済要因を考慮することが必要かもしれない。

以上を踏まえ、本調査では、以下の三つの要素と地
価の関係性を分析した。
（ア）出生率（出生数／人口）
（イ）純転入者人口比率（純転入者数／人口）
（ウ）一人当たり所得（課税対象所得／人口）

４．地価と三つの要素に関する分析
上記の（ア）出生率、（イ）純転入者人口比率、（ウ）

＊1） 地価変動の要因を分析するにあたっては、ヘドニック・アプローチ（Hedonic Pricing Approach）と呼ばれる手法がある。この手法は、地価が土地
や住宅に関する特性（面積、都心からの距離、自然環境、社会環境等）によって形成されると考え、地価と関係する要因を、回帰分析を用いて分析す
るものである（Rosen，1974）。さらに、地価に影響を与えるマクロ経済要因（所得水準や人口動態など）を考慮し、地価や住宅価格の形成要因を分
析する研究もある（例えば、Mankiw and Weil，1988、中村・才田，2007）。

一人当たり所得について、それぞれ市区町村別のデータ
をマッピングした（図3）。いずれのマップも、三大都市
圏をはじめとするエリアにおいて色が濃くなっている。こ
のマップは、先にみた図1を想起させ、高地価エリアで
は、（ア）（イ）（ウ）も高いという関係性を暗示している。

この定性的な分析を踏まえ、地価が高い市区町村と低
い市区町村に分けて、地価と（ア）（イ）（ウ）との相関を確
認した（図4）。その結果、高地価の市区町村では、一人
当たり所得と地価の間に強い正の相関が観察された一方、
低地価の市区町村では、高地価の市区町村と比べ、出生
率と地価の間に相対的に強い正の相関がみられた。

しかし、この結果からは、関係性の強さやその統計
的有意性を、複数の変数を考慮した上で確認すること
はできない。そこで、被説明変数を「地価」、説明変
数を「出生率」、「純転入者数」、「一人当たり所得」と
して、重回帰分析を実施した。その際、高地価／低地
価の市区町村の各ケースにおいて、地価と（ア）（イ）

（ウ）の関係性に差異がみられるかを確認するため、
（1）全ての市区町村、（2）高地価の市区町村、（3）
低地価の市区町村の三つに分けて分析をした（表1）。
（表1）重回帰分析の結果

地価（円）
係数

（１）全ての
市区町村

（2）高地価の
市区町村

（3）低地価の
市区町村

出生率（％） 6956.21* 19149.95 19119.61***
純転入者人口比

率（％） -876.97 6075.535 1422.05***

一人当たり所得
（千円） 204.95*** 326.82*** 23.23***

補正R2 0.55 0.72 0.31
観測数 16,883 2,304 14,579

※1 　「高地価の市区町村」を平均地価が7万円以上、「低地価の市区町村」を平均
地価が7万円未満としている。

※2　***p＜0.001、**p＜0.01、*p＜0.05
※3 　全ての説明変数において、分散拡大要因（VIF：Variance Inflation Factor）

は5未満であり、多重共線性の問題は観察されなかった。
※4　2014～2023年のデータを使用。

（図2）三大都市圏の地価

1994年 2024年2014年
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（１）については、出生率の1％の増加は、約6,950
円の地価の増加と関係し（p＜0.05）、一人当たり所得
の1千円の増加は、約204円の地価の上昇と関係して
いた（p＜0.001）。続いて（2）では、一人当たり所得
のみ有意な結果が得られ、一人当たり所得の1千円の

増加は、約326円の地価上昇と関係し（p＜0.001）、
（1）（3）よりも地価との強い関係性が示された。興味深
いことに、高地価の市区町村では、一人当たり所得が
地価の約7割をも説明できている。（3）は、全ての説
明変数について、0.1％水準で有意な結果が得られた。

（図4）出生率、純転入者人口比率、一人当たり所得と地価との相関

※「高地価の市区町村」を平均地価が7万円以上、「低地価の市区町村」を平均地価が7万円未満としている。

（図3）出生率、純転入者人口比率、一人当たり所得のマッピング

（出所） 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、「市町村税課税状況等の調」、「住民基本台帳人口移動報告」より財務省作成。 
※出生率＝出生数／人口、純転入者人口比率＝純転入者数（転入者数－転出者数）／人口、一人当たり所得＝課税対象所得／人口
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特に、出生率は、その1％の増加が約19,119円の地価
上昇と関係し、（1）、（2）よりも地価との関係性がより
強かった。ただし、この結果の決定係数は0.31とやや
低く、他にも地価と大きく関係する要素の存在が示唆
された。

５．まとめ
本調査の結果から、大都市圏をはじめとする高地価

の地域では、高所得者の存在が地価と密接に関係して
いるのに対して、低地価の地域では人口動態、とりわ
け出生率が地価と強く関係している可能性が示され
た。このことは、大都市圏と非大都市圏とで地価形成
の背景に差異がみられ、その差異は、経済力の二極化
を反映しているとも言える。

東京への一極集中が続いている現状が指摘されて久
しい。非大都市圏から大都市圏への人口流出が続いて
おり、これは本稿の結果が示すように、非大都市圏の
低地価とも関連していると考えられる。しかし、非大
都市圏においても、企業・産業が集積し、雇用機会が
創出され、充実したアメニティを備えたエリアが生ま
れれば、子育て世帯をはじめとする人々を引きつけ、
人口の維持・増加を促進し、結果として地域経済の活
性化が期待できるかもしれない。

本稿でご紹介した内容に加え、各地域における都市
再開発、企業誘致、産業集積、インバウンド等による
地価へのポジティブな影響など各財務局が調査した事
例は財務省ホームページで御覧いただけます。

地価を通してみる地域経済の動向と地域活性化の取組（特別調査）
https://www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/kannai/202404/
tokubetsu.pdf

※文中、意見にわたる箇所は、個人の見解であり、財務省の公式見
解を示すものではありません。

日本の経済は日々変化しており、その動向は企業経営
や政策決定、私たちの生活にも大きく影響を与えます。
その経済の最新状況を地域ごとに分析し、四半期に1度
公表しているのが「全国財務局管内経済情勢報告」です。
この報告は、全国の財務局（※）が経済指標の分析を

行うとともに、企業や官公庁の皆様の貴重なご協力を
頂きながら、現場の生の声を丁寧に収集し、各地域の
景気動向を、個人消費、生産活動、雇用情勢などの項
目別に詳しくまとめたものです。日頃よりご協力いた
だいている皆様には、心より感謝申し上げます。財務
局は、地域に密着した視点を大切にし、経営者や地元
関係者と直接対話を重ねながら、現場の実態をきめ細
かく把握しています。たとえば、「建設業は人手不足
の影響を受けている」「小売業は消費者の節約志向の
強まりから売上が伸び悩んでいる」といった具体的な
状況や変化の兆しが示されます。
また、この報告には「特別調査」を設けており、経済

の変化や社会の関心が高い事柄について掘り下げていま
す。近年では、「地域企業における賃上げ等の動向」や「地
域企業における物価高・円安への対応事例」などを取り
上げました。こうした特別調査を通じて、企業活動や家
計に影響を与える要因を多角的に分析しています。
全国の財務局が行うこうした調査は、経済の現状を

客観的に把握する一つの手がかりとなるものです。
「全国財務局管内経済情勢報告」は財務省のホーム
ページで公開されていますので、関心のある方はぜひ
ご覧になってみてはいかがでしょうか。
＝＝

財務省「全国財務局管内経済情勢報告」
https://www.mof.go.jp/about_mof/
zaimu/kannai/index.html

（※） 財務局：全国に10の財務（支）局（北
海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、
中国、四国、九州、福岡）が置かれるほ
か、沖縄県内は沖縄総合事務局財務部が
置かれる。

コラム：全国財務局管内経済情勢報告について
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